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（出所）国土交通省資料

日本の総人口の長期的トレンド



研究の出発点：
2050年、日本は持続可能か？



債務残高の国際比較（対ＧＤＰ比）
・・・日本が突出



日本： 生活保護を受けている者の割合
（保護率）の推移（％）

（出所）厚生労働省社会・援護局「被保護者調査」



先進諸国における社会的孤立の状況
・・・日本はもっとも高。個人がばらばらで孤立した状況



2050年へのシナリオ
とビジョン・政策選択
 Ａ）持続可能シナリオ

 Ｂ）破局シナリオ・・・財政破綻、人口減少加速（←出生率低
下←若者困窮）、格差・貧困拡大、失業率上昇（←AIによる

代替等）、地方都市空洞化＆シャッター通り、買物難民拡大
（現在600～700万人）、農業空洞化

 これらについてAIを活用しつつ定量的にシミュレーション

・・・初のAIによる社会構想＆政策提言。

 「幸福」など主観的要素も。



ＡＩを活用した、持続可能な日本の未来に
向けた政策提言

 「日立京大ラボ（2016年6月開設）」との共同
研究。2017年９月公表。

 2050年の日本を視野に収めながら、①人口

、②財政・社会保障、③地域、④環境・資源
という４つの持続可能性に注目し、日本が
持続可能であるための条件やそのためにと
られるべき政策を提言する内容。

 分析結果→日本社会の未来にとって、「都
市集中型」か「地方分散型」かがもっとも大
きな分岐点（８～１０年後）。

 人口・地域の持続可能性や健康、幸福、格
差等の観点からは地方分散型が望ましい。



指標（要因）の例： 人口、生産人口、高齢人口、出生率、ＧＤＰ、政府債務、税収、ＣＯ２
排出量、食料自給率、地域内経済循環、地域内エネルギー自給率、雇用、労働時間、
資産格差、貧困率、医療アクセス、健康寿命、主観的幸福感、ソーシャル・キャピタル等



2万通りのシナリオが最終的には６つのグループに分かれることが示された。



日本の未来の分岐シミュレーション
（イメージ）〔2042年のもの〕

（注）赤のグループが「都市集中型」シナリオで、他が「地方分散型」シナリオ



AI活用による政策提言 （1）
２０５０年に向けた未来シナリオとして主に都市集中型と地方分散
型のグループがある。

a) 都市集中シナリオ

主に都市の企業が主導する技術革新によって、人口の都市へ
の一極集中が進行し、地方は衰退する。出生率の低下と格差
の拡大がさらに進行し、個人の健康寿命や幸福感は低下する
一方で、政府支出の都市への集中によって政府の財政は持ち
直す。

b) 地方分散シナリオ

地方へ人口分散が起こり、出生率が持ち直して格差が縮小し、
個人の健康寿命や幸福感も増大する。ただし、次頁以降に述
べるように、地方分散シナリオは、政府の財政あるいは環境
（CO2排出量など）を悪化させる可能性を含むため、このシナリ
オを持続可能なものとするには、細心の注意が必要となる。



AI活用による政策提言 （2）

８～１０年後までに都市集中型か地方分散型かを選択して必要
な政策を実行すべきである。

今から８～１０年程度後に、都市集中シナリオと地方分散シナリ
オとの分岐が発生し、以降は両シナリオが再び交わることはな
い。

持続可能性の観点から より望ましいと考えられる地方分散シ

ナリオへの分岐を実現するには、労働生産性から資源生産性
への転換を促す環境課税、地域経済を促す再生可能エネル
ギーの活性化、まちづくりのための地域公共交通機関の充実、
地域コミュニティを支える文化や倫理の伝承、住民・地域社会
の資産形成を促す社会保障などの政策が有効である。



AI活用による政策提言 （3）

持続可能な地方分散シナリオの実現には、約１７～２０年後まで
継続的な政策実行が必要である。

地方分散シナリオは、都市集中シナリオに比べると相対的に
持続可能性に優れているが、地域内の経済循環が十分に機
能しないと財政あるいは環境が極度に悪化し、②で述べた分
岐の後にやがて持続不能となる可能性がある。

これらの持続不能シナリオへの分岐は１７～２０年後までに発
生する。持続可能シナリオへ誘導するには、地方税収、地域
内エネルギー自給率、地方雇用などについて経済循環を高
める政策を継続的に実行する必要がある。



“フォア・バック・キャスティング”
という方法

フォアキャスト（未来予測）と
バックキャスト（未来逆算）の総合化



長野県での展開

日本経済新聞 2018年2月2日 信濃毎日新聞 2018年2月2日







岡山県真庭市・・・ＳＤＧｓ未来都市
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・2018年6月、29都市と先導的な取り組みの10事業（自治体ＳＤＧｓ
モデル事業）が選定。真庭市はいずれにも採択された。



AIを活用した未来予測
2050年の兵庫の研究

2020/2/18

兵庫県
京都大学こころの未来研究センター

㈱日立製作所基礎研究センタ日立京大ラボ
㈱日立コンサルティング

兵庫県における長期ビジョン策定における活用



ポストコロナの日本社会に関する
ＡＩシミュレーション（ 2021年2月24日公表）

女性の活躍という点を含めて、これまでの日本における従来
型の“単線的”な働き方や生き方のモデルにとらわれない、い
わば包括的な意味での「分散型」社会への移行が、出生率低
下ないし人口減少をめぐる状況の改善にとっても、また東京と
地方のバランスのとれた発展にとっても、もっとも重要な要因。

最終的に望ましいと考えられる「都市・地方共存型シナリオ」
へ（3度の分岐）。

ポイントになるものとして示された政策要因例・・・共働き世帯
の増加、サテライトオフィスの充実、女性の給与改善、農業を
含む地方における次世代の担い手の維持・育成支援、仕事と
家庭の両立、男性の育児休業取得率の上昇に関する政策等



ポストコロナ社会を表すモデル
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因果連関モデル

※本共同研究における因果連関モデルの補足説明については参考資料を参照

コロナ禍を踏まえたうえで、「現在」「未来」の社会にとって重要な約350の社会的要因を指標として
抽出する。その後、各指標間の因果関係を定義し、ポストコロナ社会をモデル化する。



シミュレーション結果：分岐図と各シナリオグループの特徴
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 シナリオを構成する個別指標を詳細に確認したところ、6つのシナリオグループは上記のような特徴を持つことが判明した。

 その中でも、前ページでも注目した「グループ3」と「グループ6」が全体的にパフォーマンスの高いシナリオである。

⇒ 望ましいシナリオグループ

総評

シナリオグループの特徴

東京圏への転入超過率が向上し「東京一極集中」が加速する。
出生率減少に伴う人口減少のほか、公共交通機関の利用者が減少・乗用車
保有台数が増加する（コロナ禍の影響か）。

地方圏の就業者数増加など、地域活性化は進む。一方で、生活保護世帯の増加や
、女性の社会進出が低迷する。全体的に国の介入が少ない。

東京圏・地方圏での人口流出や出生率の低下があり、日本の空洞化・日本からの
脱出が想起される。環境負荷が軽減される一方で、幸福度は低下する。

地方圏の出生率が向上する。また、就業者数（女性・高齢者・障害者などの就業
者数などを含む）など、地方圏の項目が軒並み向上し、幸福度も高い。ただし、地
方圏の第一次産業の衰退が見受けられる。

人の移動は少なく、東京圏の産業に係る項目が向上している。一方、負債現在高
の増加から、国民の経済状況は悪化する。

グループ3との類似点があるが、東京圏と地方圏の項目のバランスが取れており、地
方圏の第一次産業が発展する。起業家数・消費支出などが、グループ3よりも軒
並み少ない。

シナリオ名称

集中加速・人口減少型

空洞化・人口減少型

現状維持型

小さな政府・格差拡大型

都市・地方共存型

地方分散徹底型

2020 2024 2028 2039 2047 2050
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ＡＩは政策に活用できるか
AIBP(AI-BASED POLICY）の可能性

• ＡＩを活用したシミュレーションは次のような長所をもちうる。

１）人間のもつ認知のゆがみやバイアスを是正

←ありうる未来の無数の可能性やシナリオを客観的に列挙

２）多くの要因や政策分野の間の複雑な関係性や影響を分析←タテワリ
の計画

３）不確実性やあいまいさを取り込んだ予測 （“柔らかいシミュレー
ション”）

• しかしながら、土台となるモデル作成とともに、シミュレーション結果
を踏まえた意味の解釈、評価軸の選定、政策の優先順位づけ等を行うの
はあくまで人間であり、ＡＩはあくまで補助的なツール。

• また、こうした試みはなお初発的かつ未開拓の段階であり、方法論のブ
ラッシュアップや精度の向上等が課題。



「総合計画」は真に“総合”的か？

個別の政策分野の列挙にとどまっているのではないか。

各々の政策分野間のダイナミックな影響関係や相互作用
を十分見ていないのではないか （ex.産業、福祉、環境
、まちづくりetc）。

政策の優先順位づけ（プライオリティ）が十分に行われて
いないのではないか。

施策のインプットが中心で、アウトプット～アウトカムの評
価が不十分ではないか。

以上を組み込んだ定量的なシミュレーションが必要では
ないか。



モデル作成にあたっての方法論
ー未来の予測・構想はいかにして可能か？

• （Ａ）専門家重視モデル・・・「未来は過去の延長ではとらえられない」ことを踏まえ
、知見をもった専門家（有識者）の意見を重視してモデルを作成。 【２０１７年バ
ージョン】

• →問題点：専門家の主観が入り、また専門家によって見解が異なり、結果として
バイアスが生じる。

• （Ｂ）データ重視モデル・・・たとえば過去２０年のＫＰＩデータ等を活用し、その相関
関係の分析等をもとにモデルを作成。【兵庫県バージョン】

• →「客観性」はある意味で高まるが、“過去の延長”に未来を予測することになる
。 （参考）ＡとＢの複合型（NISTEPとの共同研究）

• （Ｃ）市民（住民）参加型モデル・・・個人レベルの行動や意識変容に注目しつつ、
ワークショップ等を通じてモデルを作成。【福井新聞、福山市のバージョン】

• →個人レベルにそくした参加型シミュレーションができるというメリットの半面、精
度という点では課題あり。





「分散型社会／持続可能な福祉社会」
の具体的イメージ①：
都市と地域・まちづくり



中心部からの自動車排除と「歩いて楽しめる街」
（エアランゲン〔人口約10万人〕）
→福祉・環境・経済の相乗効果



高齢者もゆっくり楽しめる
市場や空間（フーズム〔人口約2万人〕）



ハノーファー： インダストリー４．０（第4次産

業革命）～“ＩｏＴ”のメッカの一つ



“人間の顔をしたスマートシティ”



視点と課題

日本の都市は、高度成長期を中心に圧倒的に「自動車中
心」に作られてきた。 ←アメリカの都市をモデル

 “歩いて楽しめる街”は、本来は高齢化とは無関係に「都市」
本来のあり方として実現されていくべきもの。

 しかし日本の場合は、高齢化への対応が社会全体の重要
課題として認識される中、高齢化をチャンスとして“コミュニ
ティ空間という視点を重視した、歩行者中心の街”を実現し
ていくべき。



一極集中から「少極集中」をへて「多極集中」へ

他方、札幌、仙台、広島、福岡等の人口増加率は首都圏
並みに大との指摘 〔2010→2015年の人口増加率：東京23
区3.7％、札幌2.1％、仙台3.5％、広島1.8％、福岡5.1％〕

→現在進みつつあるのは、「一極集中」ではなく「少極集中」
とも呼べる事態。（プラス一部の農山村等の人口増）

 これをさらに「多極集中」へと導くのが大きな課題。

→分散型社会の具体的な姿



「分散型社会／持続可能な福祉社会」
の具体的イメージ②：

ローカライゼーションと地域内経済循環



宮崎県・高原町
「神話の里」と自然エネルギー（小水力発電）の融合
→エネルギー自給と地域内経済循環に関する実証実験

狭野神社

Ｉターン組の若者が作った一般社団法人「地
球のへそ」と連携してプロジェクトを推進
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まとめ：政策提言AIの示唆

 EBPMの進化した形として、AIを活用したシミュレーション
に基づく未来構想や政策立案が重要になる。

 フォアキャスト（未来予測）とバックキャスト（未来逆算）の
総合化。

中長期の分野横断的なビジョンづくりに強み。

自治体や企業、研究機関等の方々と連携しつつ今後さら
に発展させていきたい。



おわりに：
ＡＩを政策立案・未来構想のツール

として活用しつつ、

環境・福祉・経済のバランスのとれた
「持続可能な福祉社会・地域社会」

の実現を。


